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原発事故対応のための遠隔操作機器の開発と運用

1 .はじめに

平成23年3月11日に生じた東日本大震災および

津波によって，東京電力株式会社福島第一原子力発

電所の事故が発生した。当時. 1 ~3号機は稼働中

であり. SCRAM (炉心への制御棒挿入による原子

炉内臨界反応の緊急停止)には成功したものの，津

波によって冷却機能が失われ，その結果，燃料プー

ルに燃料が残っていた4号機も含め，水素爆発が発

生した。 1~3号機の圧力容器の中の燃料はメルト

ダウンしていると考えられている。

原子力発電所の事故対応においては，放射線量が

非常に高い環境で、様々な作業を行う必要があり，ロ

ボットや無人化施工をはじめとする様々な遠隔操作

機器の投入が求められた。平成24年からは，廃炉に

向けた中長期措置が開始され，さらなる遠隔操作機

器の開発，適用が必要となっている。

本稿では，福島第一原子力発電所の事故対応にお

いてこれまでに行われた産学官連携による遠隔操作

機器導入の取り組みを概観するとともに，また今後

の中長期措置・対策における遠隔操作機器開発を，

いかに産学官が連携して行うべきかについて述べる。

2. 緊急対応

これまで，原発の事故直後の緊急対応において活

用されたロボット技術，遠隔撰作技術については，

すでに別報で述べた1)。ロボット関連研究者や技術者

は，対災害ロボテイクスタスクフォースを立ち上げ，

産学官連携によって，国や東京電力の緊急対応にお/

いて様々な技術的サポートを行った2)。遠隔操作技術

は，緊急対応以降も様々な作業において，利用され続

けている。
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例えば，平成23年11月には. PackbotやWarrior

を用いて3号機の原子炉建屋の格納容器機器ハッチ

前部の雰囲気線量の調査が行われた。格納容器内で

の作業を進めるには，機器ハッチにアクセスしこ

れを開けなければならない。しかしこの調査の結

果. 870mSv/hという非常に高い線量が測定され，

除染や遮蔽を行わなければ，作業員がこの領域に入

るのは困難であることが判明した。

千葉工業大学や東北大学などによって開発された

Quinceは改造され. 2号機の原子炉建屋内の2階以

上の部分の調査などに使用された 1)。圧力容器をス

プレー冷却系による冷却が検討された際には，スプ

レー冷却系の配管等の健全性をチェックする必要が

あったが.Quinceは，その調査などにも利用された。

ただ，その後，遠隔操作によるオベレーションフロア

などの調査ミッションで，有線の通信ケーブルを切

断してしまい.3階部分で動作不能に陥り，そのまま

置き去りにされている。その後，新たにQuince2(写

真1)が開発・投入され.2号機の燃料プール周辺や

TIP室の線量測定や映像撮影調査などに使用されて

いる。

写真l 改造されたQuince2号機(千葉工業大学

小柳栄次氏提供)
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また. 3号機の原子炉建屋のオペレーションフロ

ア上部のガレキ撤去作業が，クローラクレーンなど

の建設機械の遠隔操作によって行われている。 3号

機やその周辺は放射線量が非常に高く，建設機械に

人が搭乗して作業を行うことが困難であるため，無

人化施工が採用された。

さらに，平成24年4月には，新たにトピー工業が

開発した「サーベイランナーJ(写真2)が，福島第

一原子力発電所2号機の圧力抑制室(トーラス室)

の調査に使用された。ここには圧力容器や格納容器

の損傷によって，大量の汚染水が存在していること

がわかっているが，サーベイランナーを有線ケーブ

ルによって遠隔操作し圧力抑制室上部のキャット

ウオーク上を走行させ，圧力抑制室の詳しい様子，

汚染水の状態の調査，放射線量の計測などが行われ

た。ただし汚染水が漏水している損傷個所を発見

するには至っていない。

写真2 サーベイランナー(東京電力株式会社提供)

3. 中長期対策

東京電力は，事故発生直後から，ロードマップを

作成しそれに従って，事故対応の作業を進めてき

た。具体的には，緊急対策をステップ1(事故発生

から3か月程度).冷温停止までをステップ2(平成

23年末まで)として作業が実施され，日本政府は平

成23年度末にすべての原子炉の冷温停止を達成し

たと宣言した。

これに伴い，作業は，廃炉に向けての中長期対策・

措置に移行することになった。原子力委員会「東京

電力株式会社福島第一原子力発電所における中長期

措置検討専門部会」において，原子炉建屋内の燃料

の取り出しと廃炉に向けて行うべき作業と，その大

まかな工程，それを推進する体制などについて議論
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が行われ，報告書としてまとめられた 3)。このロー

ドマップでは大まかに，使用済燃料プール内の燃料

の取り出しを開始するまでをPhase1 (2年以内).燃

料デブリ(メルトダウンした炉内の燃料)の取り出

しが開始されるまでをPhase2 (10年以内).廃止措

置終了までをPhase3 (30 ~ 40年後)としており，

これに沿って必要な研究開発，作業が始められてい

る。

しかしいまだに原子炉建屋内部の状態は，十分

に把握できない状況が続いている。特に最大の難関

は，燃料デブリの取り出しである。 1~3号機の圧

力容器の中にあった核燃料は，メルトダウンし，格

納容器に一部落ちていると考えられている。また，

圧力容器，格納容器，圧力抑制室などは破損してお

り，そこから大量の汚染水が流出している。現在，

計画さがている燃料デブリ取り出しまでのシナリオ

は，原子炉建屋内の除染，格納容器漏えい箇所の調

査・止水，格納容器内の調査。補修，格納容器・圧

力容器への水張り，炉内調査・サンプリング，炉心

燃料取り出しとなっている。放射線量の高い環境

での作業がほとんどであることから，その成否は，

遠隔操作機器の開発・導入にかかっていると言って

も過言ではない。

しかるに，これらのミッションや環境条件は，ロ

ボットなどの遠隔操作機器の開発にとって，極めて

厳しい。作業を行う環境は障害物が多く複雑であり，

移動だけととっても，グレーチング上の走行，階段や

梯子の昇降，垂直面やトーラスの表面の移動，水中

の移動など多様な機能が要求される。格納容器内は

非常に狭くて暗く，多くの障害物などが存在し入り

組んでいる。無線通信は屈きにくく，有線通信だと

ケーブルが絡みやすい。また，水がある環境や，水

中での作業が想定され，耐水性も要求される。汚染

水の中で，損傷個所の特定すること自体，非常に難

しいが，その汚染水が濁っているケースもある。さ

らに，それらに加えて高椋量の環境でも安定して計

測・操作することが求められている。平成24年3月

に行われた，工業内視鏡，熱電対，線量計などを用

いた2号機の格納容器の内部調査で、は，格納容器内

の滞留水の水位は60cm位しかなく，最高約73Sv/h

という極めて高線量の環境であることが判明した。

いずれにせよ，こういった遠隔操作機器の技術開発

は，過去に例がない極めて困難なものであり，まさ

にグランドチャレンジである。
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4.産業競争力懇談会からの提言

ロボット技術や遠隔操作技術は，情報技術も含

め，災害対応における様々な支援技術として期待さ

れている 4)。東日本大震災発生後，産業競争力懇談会

COCN (Council on Competitiveness-Nippon)の平

成23年度プロジ、ェクトとして「災害対応ロボットと

運用システムのあり方」が立ち上がり，産業界から

の提言として，災害対応のために開発すべきロボッ

ト技術やその運用システムのあり方について取りま

とめられた5)o、ここでは，防災ロボット，無人化施

工システム，原子炉解体システムの三つのWGを設

置し田所諭教授(東北大学)，鶴岡松生氏(鹿島建

設株式会社)，粛藤荘蔵氏(日立GEニュークリア・

エナジー株式会社)が各WGの主査を，著者がプロ

ジ、エクトリーダを，製造科学技術センターが事務局

を務めた。各WGでまとめた，これから取り組むべ

き研究開発課題は以下の通りである。

(1)防災ロボット (WG1)

・プラント内調査・モニタリングロボヅトシステム

の開発

・プラント内遠隔危険作業ロボットシステムの開発

.システム統合化・標準化・試験評価とキーとなる

基盤技術の開発

(2)無人化施工システム (WG2)

-遠隔操作型瓦喋処理システム(機械装置含む)の

開発装置

-災害対応に最適な運搬技術(機械・施工システム)

の開発

-原子力施設解体・仮設構築のためのロボットシス

テム

・ガレキ処理運搬システム(水中版)の開発

(3)原子炉解体ロボット (WG3)

-災害対応エンジニアリング支援システム

・コンクリートサンプリング・表面除染ロボット

.機械・電気品解体物の放射線モニタリング・除染・

分別技術

-原子炉解体ロボット，原子炉解体システム

.コンクリート構造物の切断技術のロボット化

なお，平成23年度前期に検討した上記研究開発課

題などについては，平成23年度第三次補正予算，平

成24年度概算要求のプロジェクト立案に貢献すべ

く，経済産業省，文部科学省，総務省，国土交通省

をはじめとする関係省庁への説明が行われた。平成

23年度は，経済産業省資源エネルギー庁「発電用原

子炉等事故対応関連技術開発費補助金J(平成23年
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度三次補正予算)，経済産業省'NEDOi災害対応無

人化システム研究開発プロジ、エクトJ(平成23年度

三次補正予算)など，福島第一原子力発電所の収束

に向けた技術開発プロジ、エクトが立ち上がったが，

ここでも COCNの提言が反映されている。

前者では，ステップ2以降の中長期的な事故処理

に速やかに着手するための技術調査や計画策定(建

屋内にアクセスするための除染方法の検討など)を

前倒しで実施するとして， 10億円が計上されてい

る。また後者は，放射線量が高く，人が全く立ち入

れない，または長時間作業できない場所で，人間に

代わって作業を行う又は作業を支援するロボットの

開発等を行うとして， 10億円が計上されており，作

業移動機構，計測・作業要素技術，災害対策用作業

アシストロボットなどの開発が進められている 6)。

ただしこれらの予算措置は，福島第一原子力発

電所の収束に向けての予算措置のみであり，今後起

こり得る原子力施設の事故対応の備えとしての技術

開発やその運用システムの実装までには至っていな

い。また， 自然災害やその他の事故対応のための予

算立てについては，文部科学省や国土交通省でも，

様々な検討が行われているが，まだほとんど実現で

きていない。

さらに，これらの経済産業省の複数のプロジ、エク

ト聞での連携，さらには総務省ネットワークロボッ

トプロジ、エクト 7)や， TVホワイトスペースを活用し

た災害・防災向けデータ伝送システムの周波数共用

技術に関する検討8)などとの連携も重要で、ある。ま

た，今後，遠隔操作機器の実用化を加速するには，

ユーザとしての消防，防衛，警察などの省庁とも連

携を図り，技術開発を進める必要がある。

一方，運用システムや体制についても議論が行わ

れつつある。これまでのプロジェクトでは，プロトタ

イプ開発までしか行われず，実際の災害発生時に活

用できるロボットや機器が存在しなかった。この経

験からの教訓として，こういった遠隔操作機器の実

用化指向の研究開発拠点，現場で使用可能な実用化

技術開発，メンテナンスや改良，さらにはオペレー

タの訓練までも含む運用体制など，運用システムの

あり方について議論を行っている。

産業競争力懇談会のプロジ、エクトは，平成24年度

も継続して実施し，まだプロジ、エクトとして実装さ

れていない福島原発事故対応のロボット技術開発以

外の災害対応ロボットの研究開発項目や運用システ

ムのあり方に関する，さらに詳細な提言をまとめて
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いく予定である。

5.技術カタログ

原子力委員会「東京電力福島第一原子力発電所中

長期措置検討専門部会」の報告書3)では，福島第一

原子力発電所の事故の収束・廃炉に向けての作業に

おいては，日本の叡智，さらには世界の叡智を結集し

てこれにあたるべきであると述べられている。こ

れは，原子炉内の燃料デブリの取り出しという難問

を解決するための技術開発を，原子力プラントメー

カだけで閉鎖的に行うのではなく， 日本中，あるい

は世界中に存在するあらゆる技術や知識を総動員し

てやり遂げないとならないということを意味してい

る。そしてそれは日本の税金を使用して行う以上，

日本全体の技術力，競争力の向上につながる形で技

術開発を進めることも考慮すべきである。

原子力委員会の報告書では，中長期措置に必要な

研究開発は国が責任を持って進めることが明記され

ており，これに基づいて，政府と東京電力は，中長

期対策会議運営会議・研究開発推進本部委員を組織

し国が主導的に関与する形で事故収束への取組を

進めている。

その具体的な一つの方策として，技術カタログ

の整備が行われている 9)。これは，原子力プラント

メーカが，国内外の各種研究機関や民間会社が所有

する，除染技術，除染の遠隔操作関連技術，格納容

器の点検/補修等の遠隔操作等の走行機器や計測機

器に関連する技術など 中長期措置における研究開

発に適用可能な技術を広く調査・把握しこれを技

術カタログとしてまとめ，これを活用しながら開発

を進めるというものである。

技術カタログの使い方には2種類あると考えられ

る。まずーっは，具体的に要求される作業に対し，必

要な技術を，この技術カタログの中から探索し，利

用可能なもの，ベストなものを選択・調達する，あ

るいは有用なキーテクノロジを有する研究機関や企

業と共同開発する， という方法である。一方， もう

一つは，この技術カタログに掲載されている要素技

術の技術情報に基づき，ソルーションを設計する，

i という方法である。

今回は，公募を行い，応募された技術を実用性な

どから評価して収録する， というやり方で技術カタ

ログを作成しているが，必ずしも有用な技術が網羅

できているわけで、はない。公募の広報の限界から，

このような技術情報を収集していること自体，十分
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周知されているわけでもないし応募を控えたケー

スもある。一方，今後30~40年の聞に，機器の機

能は改善されるであろうし，新たな技術も開発され

るであろう。したがって，今回作成する技術カタロ

グはあくまでも初期データであり，今後も継続的に

新たなデータを収集し技術カタログの更新・メン

テナンスを行うことが重要になると考えられる。こ

れは，現在，中長期対策研究開発推進本部が旗振り

役となって進めているが，学術団体の協力も含め，

今後具体的にどのように技術カタログの整備・メン

テナンスの作業を行うか，検討する必要がある。

6. ソルーションの導出

技術カタログの作成と，その活用によって，広く有

用な技術を動員して，研究開発を行う準備が進めら

れているものの，それだけでは目的とするミッショ

ンを達成することは難しい。前述のような中長期措

置における各ミッションや作業をいかに行うか，、そ

のソルーションの導出がポイントである。

一般的に，専門化された分野では，集団の内部

だけでは，視野や発想が単調で，画一的・限定的

になりがちになる。新たな問題の解決，ソルーショ

ンに導出においては，多様な専門分野の素人的な発

想も，ときに有効となる 10)。原子力プラントメーカ

は，ソルーション導出においても，パックアッププ

ランも含め，自由で多様なアイデイアや工夫を日本

や世界の叡智を結集して集め，その中から有効な方

策を選択し講じていくことが重要で、ある。コンテ

ストやコンペテイション(競技会)などを行い，ソ

ルーションを広く募る方策も有効であろう。米国で

は， DARPAがDisasterResponse Robotsの新たな

Robotics Challenge (競技会)を発表した 11)。福島第

一原子力発電所の事故をベースに，課題が設定され

ており，研究開発費の補助も受けることができ，優

勝チームには200万ドル賞金が支払われる。まさに，

福島第一原子力発電所の中長期措置においては，こ

のような方策も柔軟に取り入れながら，戦略的に有

効な方法論を模索し構築していくことが肝要であ

る。

7. おわりに

本稿では，福島第一原子力発電所の事故対応や中

長期措置において，これまでに行われた，あるいは進

行中の産学官連携による取り組みについて述べた。

現状の技術では，遠隔操作機械によってできる作業
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は非常に限られており，人に比べ効率も悪いが，効

率やコストを優先して作業員が作業を行えば，作業

員の被曝は増加し， リスクは増加する。作業員の被

曝を低減するためにも，遠隔操作技術をできるだけ

活用することが重要である。

遠隔操作機器を開発する上で，様々な技術的課題

があるが12) それ以外にも運用上の，あるいは政策

面での多くの課題が残されている凶日)。今後は，そ

の問題を解決策を構築しそれを実行に移していく

必要がある。

福島第一原子力発電所の事故の中長期措置のため

の遠隔操作技術開発については，本稿で述べたよう

な形で，開発が開始されている。しかし今後起こ

り得る災害や事故への備えをどうするか，いかに個

別の災害に対して，災害現場で求められる機器をい

かに動的に準備・供給するか，開発された機器をい

かに長期にわたり，改良，メンテナンス(使用され

た機器の除染を含む)，維持するのか，いかにオペ

レータの訓練を行うかなど，まだ多くの検討課題が

残されている。そのためには，前述のようなロボット

の実用化・機能評価・検証のためのモックアップや

テストフィールド，開発・運用拠点，さらには，そ

れを運用する組織などについても検討する必要があ

る。その拠点構想については，国や電事連などで一

部議論が始められているが，まだ原子力災害などに

限定されており，その他の産業事故や自然災害(地

震，津波，台風，火山爆発などを含む)のための拠

点、についても構築していく必要がある。また，拠点

の実現には，地域との連携も重要である。

有事の際には，それを迅速に投入できるような体

制を構築することも必要である。災害派遣医療チー

ムDMAT (Disaster Medical Assistance Team) 15) 

は，おおむね48時間以内に緊急医療チームを災害現

場へ投入する体制をすでに構築しており，そういっ

たシステムを参考にして 災害対応ロボットオベ

レーションの体制を検討することも有効であろう。

最後に，福島第一原子力発電所の事故対応措置の

ための遠隔操作機器の開発が，緊急対応から中長期

措置に移行する中で，もう一つ懸念事項がある。それ

は，緊急時においては，自らの使命感や善意に基づ

き，献身的に開発や作業に協力し合って行動してい

た科学者や技術者，組織が，緊急事態自体から定常

、状態に変化する過程で それぞれがベネフィットを

求めるようになり，協調的な関係が崩れるという問

題である。ビジネスや知的財産などを優先すれば，
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それは危機対応における団結力阻害要因となる。た

しかにベネフィットがなければ，長期的に取り組む

動機づけやインセンテイブが働かなくなることは理

解できる。ただ， ]CO事故後のロボット開発のよう

に，緊急性が低くなるにつれ，将来の危機やリスク

に対する意識も薄れ，経済的な経営判断の中で，将

来への備えが疎かになることが懸念される。

国はこのことをしっかり認識し長期にわたって

一貫した政策を行う必要がある。その一方で，原子力

プラントメーカ自身も 社会的に責任ある行動をと

ることが求められる。原子力プラントメーカなど，

社会資本や社会的に影響が大きい製品やサービスを

扱う企業の場合，私企業であってもその社会責任は

大きい。今回のように，我々の税金である国の資金

が投入され，補助金や委託事業としてそれを使用し

て開発が行われるのであれば，自ら資金負担をして

いたとしても，社会貢献を果たす義務がある。原子

力プラントメーカには 日本の責務とロボット技術

全体の将来を担っているという使命感を持って，で

きるだけオープンな形で開発を進めつつ，社会貢献

を果たすと同時に社会をリードしていただくことを

期待したい。
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